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巻頭言

法政大学　小林 尚登

　法政大学地域研究センターの所長をお引き受けさせて頂いてから、ほぼ一年が経過しようとしてい

るのを機に「地域（地方）」というキーワードをあらためて考えてみた。

　第 2 次安倍内閣は、2014 年に「地方創生」というキャッチフレーズを掲げて、内閣府特命担当大臣

（地方創生担当）を配置している。このキャッチフレーズはすぐに「一億総活躍」というキャッチフ

レーズに置き換えられたが、中味は現在も存続していると思われる。安倍内閣は、このキーワードの

もとに、東京一極集中を是正し地方の人口減少に歯止めをかけ日本全体の活力を上げることを目的と

した一連の政策を発表している。

　政策は、新型交付金、政府関係機関の地方移転、特区（国家戦略特区、総合特区、構造改革特区）、

情報・人材支援（地域経済分析システムの提供、地方創生カレッジ、地方創生人材支援制度、地方創

生コンシェルジュ、プロフェッショナル人材事業、地域活性化伝道師）地域再生・計画（地域再生制

度、中心市街地活性化、都市再生制度、環境モデル都市・環境未来都市）等である。この政策は非常

に手篤い制度に思われ、これにより地方は活性化するのであろうと期待してしまうが成果は今のとこ

ろ芳しくない。

　さて、この政策の中で欠落した重要な視点があると思われる。それは、何のための政策であるかと

いうことである。すべての政策は「人々が安心して豊かな生活をおくる」ということを目標にすべ

きである。地方の人口減少が地方の住民の豊かな生活にどれほどの影響を与えているのであろうか？ 

人口減少が止まれば地方の住民は安心して豊かな生活を送ることができるのであろうか？　あるい

は、地方経済が活性化すれば地方住民は安心して豊かな生活を送ることができるのであろうか？　政

策には「地方住民が安心して豊かな生活をおくる」という究極の目的が蔑ろにされ、幾つかの手段が

目的化しているように思われる。

　さて、「住民が安心して豊かな生活をおくるための施策」は、ウェルビーングデザイン（wellbeing 

Design）という言葉で表現することができる。ウェルビーングとは、人々がより良い状態（身体的、

精神的、社会的に良好な状態）で日々を過ごすことであり、これは法政大学の研究のひとつのキー

ワードになっている。私自身も約 20 年前に Design For Wellbeing という活動をスエーデン、アメリ

カの研究者仲間達とスタートした。この活動を通して学んだことは、人々を Wellbeing にするために

は、現状を正確に分析し可能な手段すべてを多面的に検討しなければならないということである。さ

らに、wellbeing の対象となる人々もそのプロジェクトに取り込まなければならない（User Centered 

Deign）ことである。さらに常に Wellbeing（住民が安心して豊かな生活をおくる）が目的であるこ

とを意識しなければならないことも重要である。

　このように考えると、中央政府からのトップダウンの施策ではなく、地方行政組織と地方住民によ

るボトムアップの施策が必要であると思われる。法政大学地域研究センターは、地方行政組織や地方

住民への啓蒙活動や、新しい生活スタイル提言に今後益々寄与できるのではと自負している。
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